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【研究の内容】 

最大の北極海沿岸国であるロシアでは、石油・天然ガスをはじめとする資源開発や北極海航路の

利用拡大に対する内外の期待が高まっている一方で、持続的な北極圏開発に必要な資金・技術の

獲得が重要な課題として提起されている。そうした状況下で、2016 年秋に日本政府がロシア政府に

提示した「経済協力 8 項目」が呼び水となって、北極圏のヤマル半島の液化天然ガス事業（ヤマル

LNGプロジェクト）への融資が決定し、同年末の日ロ首脳会談で合意された80件の経済協力事業の

先鞭をつけた。予定よりも前倒しで 2017年末に生産を開始したヤマルLNGプロジェクトには、日揮と

千代田化工建設が建設事業、商船三井が LNG 輸送、国際協力銀行(JBIC)が協調融資に参加する

など、日系企業が一定のプレゼンスを発揮しており、ロシアの大陸棚開発ではサハリン沖石油・天然

ガス開発事業（サハリンプロジェクト）以来の日ロエネルギー協力の実績を残した。北極圏の LNG 開

発は拡大・新設の展望が示されており、本研究調査の結果、日系企業が今後も関与していく可能性

の高いことが判明した。 

ロシアへの日系企業の進出は、トヨタが現地工場の設立を発表した2005年以降に加速したものの、

2014 年のウクライナ危機（クリミア併合）に端を発する経済制裁や原油価格下落に伴う経済成長の低

下の影響から、近年は低迷状況にあることが確認できた。さらに、油価高騰に基づくロシアの経済成

長モデルは 2013 年までに終わっており、2015 年初め頃から輸入代替による経済構造の転換を目指

しているが、技術移転の困難や内需の不足が懸念材料として挙げられている。そうした状況下で続

けられる北極圏開発に日系企業が関与することは、ロシアの天然資源を戦略的に活用できる幅が広

がるだけでなく、技術的に困難とされる北極圏開発を通じて、同国の資源開発技術の向上にも繋が

る可能性があるため、今後の対ロシア事業戦略を進めるうえで重要な礎石となりうる。 
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